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概 要 

 現在、公衆衛生上の大きな脅威となるような新興・

再興感染症が、地球上のあらゆる地域から、短期間の

うちに我が国国内に侵入する可能がある。ＳＡＲＳ、

鳥インフルエンザなど新たな病原体による感染症が見

つかる一方、未だ 多くの感染症が我が国及び周辺国に

おいて流行を繰り返している。このような状況のなか

国民を感染症から守るため適切な対応を取っていくに

は、 世界規模での情報収集、研究・技術面での国際貢

献等、世界保健機関（ＷＨO)や諸外国の研究機関や国

内関係機関等との連携調整が重要である。 

国際協力室は、平成 9 年設置後、国立感染症研究所

の所掌事務に係る国際的な協力と調査及び研究の調整

を行っている。具体的には、外務省、独立行政法人国

際協力機構(JICA)、社団法人国際厚生事業団(JICWELS)

等から厚生労働省、国立国際医療研究センタ－等を通

じて依頼される開発途上国等に対する技術協力（外国

人研修員の受け入れを含む）の調整、世界保健機関

(WHO)･世界保健機関西太平洋地域事務局(WPRO)等の国

際機関及び外国政府機関等との協力(感染症国際対策

のための専門家派遣、保健大臣等要人の受け入れ等を

含む)の調整、関係外国研究機関との協力調整等、以下

のような業務を実施している。 

 

Ⅰ．諸外国との技術協力の調整 

 諸外国との技術協力については、外国人研修生の

受け入れと、国立感染症研究所からの専門家の派遣

といった人的交流がその中心となる。外国人研修生

の受け入れについては、平成 27 年 4 月から平成 28

年 3 月までに、53 カ国から 241 名の外国人研修生等

を受け入れた(別表 1)。また、国立感染症研究所の

専門家の派遣については、平成 27 年 4 月から平成

28 年 3 月までに、41 カ国 384 名の派遣を行った(別

表 2)。 

   また外国政府機関との協力については、関係国と 

の国際シンポジウムの開催を行っており、その概要            

は以下のとおりである。－＋ 

１．外国機関との連携協力 

 (1) 各国との感染症協力体制 

   ｱ シンポジウム開催 

(ｱ) 平成 27 年 9 月 10-11 日 公益法人台湾

交流協会からの依頼に基づく第 12回日台

シンポジウムの開催（日本において、新

興再興感染症、動物媒介性疾患（デング

熱、ワクチン予防可能疾患等並びに共同

研究を題材にした。）。 

(ｲ) 平成 27 年 11 月 28 日 日中韓の国立感

染症機関〔感染研、中国国立疾病対策予

防センター(CDC)、韓国国立感染症対策セ

ンター(CDC)〕の第９回共同シンポジウム

の開催(京都、ザ・パレスサイドホテルに

おいて、「新興・再興感染症」、「グローバ

ルワクチンアクション行動計画の対応」

及び「薬剤耐性菌」を題材にした。各機

関の取り組みなど情報共有した。)。 

(ｳ)平成 28 年 1 月 26-28 日 平成 27 年度日

本医療研究開発機構「アジアの感染症担

当研究機関とのラボラトリーネットワー

クの促進と共同研究体制の強化に関する

研究」による、「感染症制御セミナーNIID 

International Seminar on Infectious 

Diseases」の開催 （当所において、「薬

剤耐性」、「ウイルス性・細菌性下痢症」、

「呼吸器感染症」、「デング熱」を題材に

した。国立ハンセン病資料館を視察し

た。）。 

 ｲ 外国機関へのワクチン株供与 

平成 27 年 5 月 インドネシア国家医薬品

食品監督庁へ国内参照品のキャリブレー

ションのため「無細胞百日咳ワクチン」

を供与 

ｳ 共同研究報告会ほか 

平成 28 年 1 月 25-26 日 日印共同研究発表

会を開催 
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２．国際協力・研修業務 

(1) JICA との研修協力 

ｱ  集団研修 

(ｱ) 平成 27 年 6 月 9 日-7 月 10 日 課題別

研修「サーベイランスを含む HIV 対策の

ための検査技術・実験室マネジメント」（6

カ国・10 名・エイズ研究センター）。 

(ｲ) 平成 28 年 1 月 18 日-2 月 12 日 課題別

研修「ポリオ及び麻疹を含むワクチン予

防可能疾患の世界的制御のための実験室

診断技術」（8 カ国・14 名・ウイルス第二

部、ウイルス第三部）。 

ｲ  集団研修フォローアップ 

  課題別研修「サーベイランスを含む HIV 対

策のための検査技術・実験室マネジメン

ト」に係る調査団員としてエイズ研究セン

ター職員 1 名をタイへ派遣。 

ｳ その他研修 

  (ｱ)平成 27 年 6 月 10 日「地域保健システム

強化による感染症対策(A)」（6 カ国･12

名･寄生動物部・感染症疫学センター） 

 (ｲ)平成 27 年 6 月 16 日「保健衛生管理」（12

カ国･14 名･国際協力室・感染症疫学セン

ター） 

(ｳ)平成 27 年 6 月 25 日「突発的公衆衛生 

課題」（中国･10 名･感染症疫学センター） 

(ｴ)平成 27 年 8 月 25～26 日「感染症対策行

政」（11カ国･12 名･感染症疫学センター） 

(ｵ)平成 27 年 11 月 5 日「地域保健システ

ム強化による感染症対策(B)」（6 カ国･10

名･寄生動物部・感染症疫学センター） 

(ｶ)平成 27 年 11 月 6 日「ウイルス肝炎セ

ミナー：疫学、予防及び治療」（2 カ国･12

名･ウイルス第二部・感染症疫学センタ

ー） 

(ｷ)平成 28 年 1 月 12 日～2 月 6 日「ワク

チン品質・安全性確保のための国家検定

機関強化」（5 カ国･9 名･品質保証・管理

部） 

(ｸ)平成 28 年 1 月 19 日「パキスタン母子

保健における定期予防接種」（5 名･感

染症疫学センター・国際協力室） 

(ｹ)平成 28 年 1 月 25 日「コンゴ民主共和

国保健省次官研修」（3 名･所長･副所

長･企画調整主幹･ウイルス第一部･感染

症疫学センター･バイオセーフティ管理

室･国際協力室） 

(ｺ)平成 28 年 1 月 25～27 日「安全な輸血

確保による感染症予防」（5 カ国･10 名･

ウイルス第一部･ウイルス第二部･細菌

第一部･寄生動物部･血液・安全性研究

部･バイオセーフティ管理室･感染症疫

学センター･エイズ研究センター） 

(ｻ)平成 28 年 2 月 23 日「HIV/エイズ予防

および対策～MDG6 達成に向けて～」（5

カ国･10 名･感染症疫学センター･エイ

ズ研究センター･バイオセーフティ管理

室･国際協力室） 

 

   (2) JICA 技術プロジェクト 

ｱ ベトナムにおけるJICA協力(高危険度病原 

体に係るバイオセーフティ並びに実験室診

断能力の向上と連携強化プロジェクト支援

のための技術協力等)。 

(ｱ) 派遣 

①  平成 27 年 7 月 5-15 日 GMT(鳥イン

フルエンザ)に関する指導を行う

ため、インフルエンザウイルス研

究センター職員 1 名をベトナム

NIHE に派遣。 

② 平成 27 年 7 月 5-15 日 GMT（手足

口病）に関する指導を行うためウ

イルス第二部職員 1 名をベトナム

NIHE に派遣。 

③ 平成 27 年 7 月 11-22 日 GMT(狂犬

病)に関する指導を行うため、獣医

科学部職員 1 名をベトナム NIHE に

派遣。 

④ 平成 27 年 7 月 19-29 日 GMT(コレ

ラ)に関する指導を行うため、最近第

一部職員 1名をベトナム NIHEに派遣。 

⑤ 平成 27 年 8 月 23-29 日  バイオセ

ーフティに関する指導を行うため、

バイオセーフティ管理室職員 1 名

をベトナム NIHE に派遣。 

⑥ 平成 27年 8月 23-29 日 実験室診断

に関する指導を行うためインフルエ

ンザウイルス研究センター職員 1 名

をベトナム NIHE に派遣。 
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⑦ 平成 27 年 10 月 27-30 日 広域シン

ポジウムに係る調査のため、所長ほ

か 6 名をベトナム NIHE に派遣。 

(ｲ) 受入 

平成 27 年 8 月 17 日-9 月 11 日 バイオセ

ーフティ研修のため、国立衛生疫学研究所、

ホーチミン・パスツール研究所、ナチャ

ン・パスツール研究所及びダイグエン研究

所から研修員 4 名をバイオセーフティ管理

室に受入。  

    ｲ ナイジェリア連邦共和国における JICA 協力  

(ｱ) 派遣 

①平成 27 年 5 月 17-22 日 検査機材メン

テナンス技術研修在外講師としてウイル

ス第二部職員 1 名を派遣。 

② 平成 28 年 2月 20 日-3 月 1 日 検査機

材メンテナンス技術研修在外講師として

ウイルス第二部職員 1 名を派遣。 

③平成 28 年 3 月 6-19 日 「ラゴス州に

おける貧困層のための地域保健サービス

強化プロジェクト」ナイジェリア疾病予

防センターへの運営指導調査としてウイ

ルス第一部職員 2 名を派遣。 

ｳ フィリピン共和国における JICA 協力 

 (ｱ)派遣 

  平成 27 年 7 月 27-30 日 保健省熱帯医学

研究所における BSL-3検査室整備に関する

調査団員としてバイオセーフティ管理室

職員 1 名を派遣。 

ｴ コンゴ民主共和国における JICA 協力 

(ｱ)派遣 

①平成 27 年 12 月 8-15 日 感染症（特にエ

ボラウイルス病）サーベイランス現状調査

に係る調査団員として企画調整主幹 1 名、

ウイルス第一部職員 1 名を派遣。 

②平成 28年 2月 21-27日 国立生物医学研

究所拡充計画事前調査に係る調査団員と

してバイオセーフティ管理室職員 1 名を

派遣。 

 (3)研修協力 

  (ｱ)平成 27 年 6 月 24-26 日 JE 標準ワクチン品

質管理研修（タイ・11 名） 

(ｲ)平成 27 年 9 月 1-6 日 ワクチン検定システム研

修（ベトナム・8 名） 

 

３．国際機関及び外国政府機関等との協力の調整 

(1) WHO・WPRO 関連調整 

ｱ  会議等開催 

    平成 27 年 11 月 10-12 日 第 21 回ﾎﾟﾘｵ会議        

TWENTY FIRST MEETING OF 

    THE REGIONAL COMMISSION FOR THE 

CERTIFICATION OF  

   POLIOMYELITIS ERADICATION 

 IN THE WESTERN PACIFIC 

     ｲ 会議等派遣 

    (ｱ) 平成 27 年 4 月 12-18 日 ベトナム国のワ

クチンに関する NRA 機能評価に参加（ベト

ナム・1 名） 

(ｲ) 平成 27 年 4 月 14-19 日 痘瘡ウイルスお

よび天然痘のコントロールと準備のため

のウイルス合成技術のあり方に関する科

学的ワーキンググループ会議（スイス・1

名） 

    (ｳ) 平成 27 年 4 月 19 日-5 月 29 日 ①WPRO で

のエボラ対策への訓練参加する②WHO／

GORN のシエラレオネでのエボラ対策へ参

加（フィリピン・シエラレオネ 1 名) 

    (ｴ)平成 27 年 4 月 26～5 月 1 日 サーベイラ

ンス業務を支援し、データマネジメントお

よび疫学に関する技術的な援助（フィリピ

ン・1 名）。 

(ｵ) 平成 27 年 5 月 25-29 日 カンボジアにお

ける食品媒介感染症のアウトブレイク調

査のコンサルテーション（カンボジア・1

名）。 

        (ｶ) 平成 27 年 5 月 26-29 日 第 5 回ワクチン

予防可能疾患実験室ネットワーク会議（フ

ィリピン・2 名）。 

(ｷ) 平成 27 年 5 月 31-6 月 4 日 パンデミッ

クインフルエンザリスク評価会議（スイ

ス・1 名） 

         (ｸ) 平成 27 年 6 月 7-13 日 第 24 回 WHO 西

太平洋事務局のワクチン接種に関する技

術委員会（フィリピン・3 名） 

(ｹ) 平成 27 年 6 月 23-27 日 WHO 国際的にア

ウトブレイクの脅威にタイして専門家を

派遣するネットワーク（GOARM）運営委員

会（スイス・1 名）。 

(ｺ)平成 27 年 6 月 23-27 日 WHO ポリオ実験

室診断小委員会、第 21 回ポリオ実験室ネッ

トワーク非公式会議（スイス・1 名）。 



国際協力室 

     (ｻ)平成 27年 6月 22-26 日 PCRワーキンググ

ループミーティングにおけるインフルエ

ンザ診断に関する会議（スイス・1 名） 

(ｼ) 平成 27 年 6 月 28 日-7 月 3 日 第１３回

麻疹風疹実験室診断グローバルネットワ

ーク会議（スイス・3 名）。 

(ｽ) 平成 27 年 6 月 28-7 月 2 日 パンデミッ

ク初期におけるインフルエンザワクチン対

策 WHO 会議（スイス・1 名）。 

(ｾ) 平成 27 年 7 月 20-24 日 WHO アジア太平

洋地域における新興感染症への対処方針

に関する TAG 会議（フィリピン・1 名） 

 (ｿ) 平成 27 年 8 月 2-9 日 ベトナム FETP に

対する合同評価ミッション（ベトナム・1

名） 

(ﾀ) 平成 27 年 8 月 16-22 日 第９回 WHO 西太

平洋地域－東南アジア地域ナショナルイ

ンフルエンザセンター会議（カンボジア・

4 名）。 

(ﾁ) 平成 27 年 9 月 6-23 日 サーベイランス

と対応強化に関するインフォーマルコンサ

ルテーションの支援（フィリピン・2 名）。 

(ﾂ) 平成 27 年 9 月 7-11 日 緊急備蓄として

の天然痘ワクチン選定に係る必要条件に関

する諮問会議（スイス・1 名）。 

(ﾃ) 平成 27 年 9 月 20-27 日 南半球用インフ

ルエンザワクチン株選定会議（米国・3 名）。 

(ﾄ) 平成 27 年 10 月 11-17 日 生物学的製剤

の標準化に関する専門家会議（スイス・3 名） 

(ﾅ) 平成 27 年 11 月 11 日-13 日 第６回 WHO

西太平洋地域日本脳炎レファレンスセンタ

ー会議（韓国・1 名） 

(ﾆ) 平成 27 年 11 月 17-20 日 第４回 WHO イ

ンフルエンザワクチン株選定法の改善会議

（香港・2 名） 

(ﾇ) 平成 27 年 11 月 30 日-12 月 3 日 WPRO

が主催するデング熱の予防と対策に係るイ

ンフォーマルコンサルテーションに参加

（フィリピン・1 名）。 

(ﾈ) 平成 27 年 12 月 14-16 日 ２０１５ＭＥ

ＲＳ国際シンポジウム（韓国・1 名）。 

(ﾉ) 平成 27 年 12 月 14-17 日 WPRO 地域内連

携運営委員会および第４回ワクチンに関す

る規制当局会議（韓国・1 名）。 

(ﾊ) 平成 27 年 12 月 17-19 日 WPRO が開催す

る GOARN の会議（ベトナム・1 名）。 

(ﾋ) 平成 28 年 1 月 11-15 日 第 17 回 WHO 痘瘡

ウイルス研究アドバイザリー委員会（スイ

ス・1 名）。 

(ﾌ) 平成28年2月1-5日 WHO専門家会合（GISRS

システムを用いた RS ウイルスのサーベイラ

ンス）（スイス・2 名）。 

(ﾍ) 平成 28 年 2 月 21-27 日 WHO 北半球用イン

フルエンザワクチン株選定会議、WHO コラボ

レーションセンター全体会議、インフルエン

ザの世界的監視・対応システム会議（スイス・

3 名）。 

(ﾎ) 平成 28 年 3 月 7 日-3 月 12 日 ポリオ実験

室診断小委員会会議および第 22 回ポリオ実

験室ネットワーク非公式会議（スイス・1名）。 

(ﾏ) 平成 28 年 3 月 8-17 日 WPRO が主催する域

内のサーベイランス強化にかかる会議開催に

ついての支援（フィリピン・1 名）。 

(ﾐ) 平成 28 年 3 月 13-17 日 WPRO で開催され

る日本脳炎ワクチン専門家会議（フィリピ

ン・1 名）。 

(ﾑ) 平成 28 年 3 月 30-4 月 5 日 西太平洋地域

薬剤耐性サーベイランスシステムについて

WPRO にて概念論文のまとめ（フィリピン・2

名）。 

   ｳ WHO による査察 

            なし 

ｴ  WHO から厚生労働省国際課を経由した対処方 

針案コメント依頼への対応等。 

 

４．その他協力、調整 

(1) 国際会議支援(所内開催) 

 なし 

(2) 国内会議支援(所内開催) 

    なし 

(3) 海外の要人来訪 

ｱ 平成 27 年 8 月 29 日 リベリア共和国大統領 

(H.E. Mrs. Ellen Johnson Sirleaf, 

President of the Republic of Liberia)

他 5 名表敬訪問。見学・意見交換。 

ｲ 平成 26 年 6 月 17 日 Dr. Bruce Gellin(米国

保健福祉省)ほか 4 名来所、ワクチン・予防接

種関係等意見交換。 

ｳ 平成 26 年 6 月 25 日 Dr. John Moore(Belfast 

City Hospital)ほか 1 名来所、意見交換。 
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ｴ 平成 26 年 8 月 22 日 陳昭華 (国立台湾科学

技術大学専利研究所)ほか2名来所、意見交換。 

ｵ 平成 26 年 9 月 5 日 Dr. Christian BROCHOT 

(フランスパスツール研究所長)ほか 3 名来所。

意見交換。 

ｶ 平成 26年 9月 5日 洪 儒生(台北駐日経済文

化代表処科学技術部長)ほか 2 名来所。部長新

任による表敬訪問。 

ｷ 平成26年 9月 26日 Nguyen Thanh Long (ベ

トナム保健省副大臣)ほか 11 名来所。感染症ス

タディーツアー。 

ｸ 平成 27 年 3 月 4 日 Dr. Cao Ngoc Thanh(マ

レーシア HUE University)ほか 3 名来所。意見

交換。 

ｹ  平成 27 年 3 月 24 日  Dr. Ruxandra 

DRAGHIA-AKLI (EU 科学技術健康イノベーショ

ン局長)他 2 名来所。EU 研究助成プログラムの

紹介、意見交換。 

(4) 感染研セミナー等の開催 

    なし 

    

Ⅱ．その他の国立感染症研究所所掌事務に係る調整等 

１．国際交流事業に係る募集・申請等 

日本学術振興会等国際交流事業（外国人研究者

招へい、国際学会等派遣に係る募集、申請手続、

調整等を行っている。 

(1) 外国人特別研究員 

平成 26 年 11 月 1 日-平成 28 年 4 月 29 日「赤

痢アメーバ病原性を制御するフォスファチジ

ルイノシトールリン酸シグナリングの解明」

研究（インド・1 名・寄生動物部） 

  (2)二国間共同研究 

ｱ 平成 26 年 4 月 1 日-平成 29 年 3 月 31 日  

ベトナム（VAST）（エイズ研究センター） 

「ベトナムにおける HLA 関連 HIV 変異の解析」 

ｲ  平成 25 年 4 月 1 日-平成 28 年 3 月 31 日  

タイ（NRCT）（ウイルス第一部） 

「デングウイルスを広く中和するヒト型単

クローン抗体のエピトープに基づくワクチ

ン開発」 

 

２．国際協力連絡・調整等 

二国間科学技術協力協定に基づく協力プロジ

ェクト（フランス等）、実地疫学専門家養成コー

スに係る調整の他、厚生労働省結核感染症課、

JICA、国立保健医療科学院、国立国際医療研究

センター等との国際協力連絡・調整等を行って

いる。 

厚生労働科学研究委託費の外国人研究者向け

研修等の受入を行っている。 

 

３．その他 

感染研インターネット上の専用ページ「国際協 

力」において、国際研究活動の情報を提供してい 

る。 

所内専用ページにおいて、全ての職員の海外活

動情報（海外出張報告書）の還元、外国人研究者

の来日に係る手続きや日本学術振興会交流事業に

かかる応募情報等掲載している。 


